






















































企業の効率の測定値」とする会計観を指す（FASB 1976, para. 38）。
⑶　資産負債アプローチとは，利益を「一期間における営利企業の正味資源の増分の測定値」とする
会計観を指す（FASB 1976, para. 34）。
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方 2002；米山 2011a 参照）。すべての資産負債が現在価値測定されることに































する代表的な文献として Paton and Littleton（1940）を取り上げる。Paton 
and Littleton（1940）は受託責任の観点から，取得原価主義に基づく期間損益
計算を重視した。しかし，収益費用アプローチに基づく対応観は，取得原価主












2. 1　Paton and Littleton（1940）の対応観
　1940年に公表された『企業会計基準序説』（Paton and Littleton 1940）は，
会計原則開発の一環として1936年に公表された『会社報告諸表会計原則試案』



























認識基準としての実現主義と密接に結びつく（辻山 1991, 116）。AIA（1952, 
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の精緻化を意図した試みとして Edwards and Bell（1961）が登場する。すな
わち，Edwards and Bell（1961）は，投下資本回収計算という伝統的な利益計
算の枠組みを維持しつつも，費用計算に時価会計を導入した。






















































































⑸　同様の見解は Sorter and Horngren（1962）にもみられる。Sorter and Horngren（1962）は，
ある支出項目の繰延可否を判断するにあたり，関連原価（relevant cost）の概念を財務会計へ援用
した。関連原価は「将来の企業がとりうる行動によって異なる原価であり，ある代替的な行動をと
らないことによりその発生が避けられるかもしれない原価」（Horngren and Sorter 1961, 86）と定
義される。当該概念に基づけば「将来の期待される費用または将来の収益に有利な経済的効果（a 
favorable economic effect）をもたらす場合に限り，原価は資産として繰り延べられる」（Sorter 



























































































































































































































































































































































































































　なお，IFRS 第９号でもNissim and Penman（2008）の対応原則と類似した
対応手続が求められているが，Nissim and Penman（2008）に示される諸原則
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